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平成17年 ２００５年「年頭所感」
日本化学工業協会

会長 大橋　光夫
平成１７年の新春を迎え、謹んで新年のお慶びを申し上げます。

昨年の我が国の経済を振り返りますと、２００３年後半より穏やかな景気回復が続いておりましたが、米国、中国の成長が牽引役となり、２００４年前半は概ね堅調な回復が続きました。
しかしながら、年後半より景気減速感が強まってまいりましたが、このような中でも化学企業が、ここ数年にかけて不退転の決意で推進してまいりました、事業基盤の強化・確立の成果が着実に効果を発揮し、多くの企業が業績を伸ばしております。
事業基盤の体質強化・確立のためには、あらゆる努力を積み重ねる必要がありますが、各化学企業におかれては、合理化推進、アライアンス等、不断の努力と、時には苦渋の決断を実行された結果によるものと存じます。

本年におきましては、昨年後半より米国・中国の金融引締めをきっかけに景気減速感が強まり、更には、原油価格の高騰、中国経済の過熱、中東情勢の不安、円高問題等、化学業界を取り巻く環境は引き続き予断を許さない状況と思います。
しかしながら、ことしの干支は「乙酉（きのと・とり」。その意味するところは、「内包されている新しい力を十分成熟させ、次なる飛躍に備える」意とのことのようです。将来へ向けた成長の基盤を確実なものにするための、「更なる選択と集中」への努力と実行への挑戦は、揺るぎがあってはならないと確信しております。
さて、昨年いろいろと議論されました「地球温暖化対策」でございますが、従来より化学業界として重要かつ不可欠な問題として考え、温暖化対策推進のために、環境自主行動計画を作成・公表し、着実な成果を挙げてきております。しかし、現状の対策では、京都議定書による我が国の温暖化ガス削減目標の達成が困難との見通しから、政府の環境・農林水産部会等から「環境税」の創設が、追加的施策として打出されました。化学業界としては、「環境税」は、所期の効果が疑問視されているのみならず、更なる増税により我が国の産業の国際競争力を失わせることとなり、「環境税」の導入には反対であります。
昨年１０月化学産業６団体による「化学業界団体・地球温暖化対策協議会」を設立し、環境税問題への対応を含め、適切な地球温暖化対策の提言を各方面に発信しております。京都議定書が本年２月に発効となりますので、この問題は本年も継続して重要案件となることは間違いがございません。温暖化推進大綱の見直しが３月に予定されており、引き続いて政策論議と共に、環境自主行動計画の着実な推進を図って行きます。
一方、欧州における新たな「化学品物質規制（REACH）」は、２００６年施行に向け、現在欧州議会と閣僚理事会において審議が進行しております。法案の目的とする「人の健康と環境安全」には賛同するところでありますが、日欧間の化学品貿易や欧州域内の事業を展開されている日系化学企業の事業活動にとっては非関税障害等、政治経済的な多くの問題点をはらんでおります。日化協としては、これまで欧州委員会へコメント発信や日本政府を通じたWTOへの問題提起等を行ってきましたが、更なる対応を実施するために、昨年９月に日本および欧州に「日化協REACH対応協議会」を設立しました。双方の協議会の連携のもと、欧州委員会や欧州議会関係者などに直接問題点改善の働きかけを開始しております。本年も継続して意見交換・意見具申を実施してまいります。
さて、皆様ご存知のように、日化協は、日本化学会、化学工学会、新化学発展協会と産学共同で「夢･化学－２１」キャンペーンを推進しております。　その一環として実施しております「全国高校化学グランプリ」に昨年７月、ドイツのキール大会に高校生４名を派遣いたしました。その４名の高校生が、金メダル１名、銅メダル３名と全員がメダル獲得するという快挙を成し遂げました。本年も、台湾の台北で開催される「第３７回国際化学オリンピック」に、４名の高校生を派遣し、更なる成績の向上を目指しております。これからの若人たちが、世界の舞台で存分に力を発揮し、２１世紀の日本の産業界を背負う素晴らしい人材が育成されます事を、大いに期待したいと思います。

最後に、この１年が、皆様と化学業界にとりまして、実り多き年となりますよう心から祈念致します。
以上
　　　　　　　

